
2016 年 4 月 18 日 

 

Copyright © 2016 Sompo Risk Management & Health Care Inc. All rights reserved. ｜ 1 

147

熊本県熊本地方を震源とする地震 

   （平成 28 年熊本地震）について（第２報） 

 

羽生 昇平 Shohei Habu 

デューデリジェンス事業部 

主任コンサルタント 

飛鳥馬 隆志 Takashi Asuma 

ＢＣＭコンサルティング事業部 

上席コンサルタント 

末岡 正嗣 Masatsugu Sueoka 

ＢＣＭコンサルティング事業部 

主任コンサルタント 

 

はじめに 

熊本県熊本地方では、4 月 14 日の午後 9 時 26 分に起きたマグニチュード 6.5（最大震度 7）の地震以降、

震度 6クラスの余震が断続的に発生し、4月 16 日の午前 1時 25 分に最大規模（マグニチュード 7.3、最大震

度 6強）の地震が発生した。 

気象庁は、14 日の震度 7の地震は「前震」であり、16 日未明の最もマグニチュードが大きい地震が「本震」

であるとの見解を示した。また、「これほど広範囲に拡大するのは（観測史上）例がなく、経験をあてはめら

れない。収まる気配もないので、今後の強い揺れに十分警戒してほしい」と呼びかけている。 

本稿は、4月 18 日の午前 10 時頃までに公表された情報を第 2報として取りまとめたものである。 

1. 地震概要 

1.1. 地震の概要 

今回の地震の概要は以下の通りである（表 1）。 

 

表 1 平成 28 年 4月 14 日 21 時 26 分以降に発生した震度 6弱以上を観測した熊本地震の概要 1 

発生日時 震央地名 気象庁マグニチュード 最大震度 

4 月 14 日 21 時 26 分 熊本県熊本地方 6.5 7 

4 月 14 日 22 時 07 分 熊本県熊本地方 5.8 6 弱 

4 月 15 日 00 時 03 分 熊本県熊本地方 6.4 6 強 

                              
1 気象庁 「平成 28 年（2016 年）熊本地震」について（第 13 報）をもとに当社作成 



損保ジャパン日本興亜 RM レポート ｜ Issue 147 ｜ 2016 年 4 月 18 日 

Copyright © 2016 Sompo Risk Management & Health Care Inc. All rights reserved. ｜ 2 

発生日時 震央地名 気象庁マグニチュード 最大震度 

4 月 16 日 01 時 25 分（本震） 熊本県熊本地方 7.3（兵庫県南部地震と同じ） 6 強 

4 月 16 日 01 時 46 分 熊本県熊本地方 6.0 6 弱 

4 月 16 日 03 時 55 分 熊本県阿蘇地方 5.8 6 強 

4 月 16 日 09 時 48 分 熊本県熊本地方 5.4 6 弱 

1.2. 地震の発生回数 

14 日 21 時 26 分の地震以降、マグニチュード 3.5 以上の地震は 18 日 08 時 30 分までに 176 回発生してい

る（図 1）。本震が発生した 4 月 16 日 01 時 25 分以降、発生回数が急激に増えている。これにより、平成 16

年新潟県中越地震と比べて、発生回数が上回った。 

 

図 1 地震の発生回数2 

                              
2 気象庁 「平成 28 年（2016 年）熊本地震」について（第 13 報）より 
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1.3. 地震活動の状況 

4 月 14 日 21 時 26 分に熊本県熊本地方で発生したマグニチュード 6.5 の地震後、地震の震央は、熊本地方

を中心に北東－南西方向に延びる布田川断層帯および日奈久断層帯付近に分布していた。その後、4月 16 日

01 時 25 分に熊本県熊本地方で発生したマグニチュード 7.3 の地震「本震」後は、北東の熊本県阿蘇地方や

大分県に拡がっている（図 2）。 

 

図 2 震央分布図3 

 

                              
3 気象庁 「平成 28 年（2016 年）熊本地震」について（第 12 報）より 
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2. 被害概要 

 行政等が発表した被害状況は、以下の通りである（表 2～表 9）。 

 

表 2 人的被害・住家被害4 

 

 

表 3 避難所の状況5 

 項目 箇所数 避難者数 備考 

1 熊本県 723 箇所 110,816 名 17 日 14:30 現在 屋外避難者なし 

2 大分県 242 箇所 842 名 17 日 22:00 現在 屋外避難者なし 

3 福岡県 32 箇所 117 名 17 日 18:00 現在 屋外避難者なし 

4 宮崎県 3 箇所 43 名 18 日 05:00 現在 屋外避難者なし 

5 長崎県 21 箇所 295 名 17 日 21:00 現在 － 

 

表 4 土砂災害の状況6 

 項目 土石流等 地すべり がけ崩れ 

1 熊本県 41 件 15 件 4 件 

2 大分県 － － 4 件 

3 宮崎県 － － 5 件 

4 佐賀県 － － 1 件 

5 長崎県 － － 1 件 

 

表 5 ライフラインの被害 

 項目 対象 

1 電気7 熊本県内で 

約 35.2 千戸が停電 

熊本市東区、西原村、嘉島町、益城町、山都町、阿蘇市、高

森町、南阿蘇村 

2 通信8 

（携帯電話の

停波エリア） 

NTT ﾄﾞｺﾓ ・熊本県（熊本市中央区、阿蘇郡高森町、阿蘇郡南阿蘇村、

阿蘇市、菊池郡大津町、上益城郡御船町、上天草市） 

・大分県（日田市） 

                              
4 熊本県熊本地方を震源とする地震（第 25 報）平成 28 年 4月 18 日（月）5時 30 分 消防庁災害対策本部 
5 同上 
6 熊本県熊本地方を震源とする地震について（第 8報）平成 28 年 4月 18 日 6:00 作成 国土交通省をもとに当社作成 
7 九州電力株式会社発表資料（2016 年 04 月 18 日 09 時現在）をもとに当社作成 
8 平成 28 年（2016 年）熊本県熊本地方を震源とする地震に係る被害状況等について（平成 28 年 4 月 17 日 12 時 00 分現

在）非常災害対策本部 内閣府をもとに当社作成 
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 項目 対象 

  KDDI（au） ・熊本県（阿蘇市赤水、阿蘇郡南阿蘇村、阿蘇郡高森町、阿

蘇郡小国町、熊本市） 

・大分県（由布市湯布院町湯平、玖珠郡九重町） 

  ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ ・熊本県（阿蘇市、阿蘇郡小国町、阿蘇郡高森町、菊池郡大

津町） 

・大分県（玖珠郡九重町） 

3 水道9 熊本県 

7 市 8 町 3村で 

24 万 3,549 戸が断水 

熊本市、宇城市、玉名市、菊池市、宇土市、人吉市、阿蘇市、

益城町、御船町、大津町、菊陽町、山都町、甲佐町、美里町、

小国町、西原村、南阿蘇村、産山村 

  大分県 

1 市 1 町 991 戸が断水 

由布市、九重町 

  宮崎県 

1 町で 100 戸が断水 

高千穂町 

4 ガス10 西部ガス熊本地区供給エリア

内で 

約 105,000 戸が供給停止 

熊本市のほぼ全域、 

菊陽町、合志市、益城町、大津町、嘉島町、御船町の全域 

 

表 6 道路の被害11 

 被災による通行止め 被災状況 迂回路 

路線名 地点名 

1 九州自動車道 植木 IC～八代 IC 点検中 － 

2 大分自動車道 玖珠 IC～別府 IC 

速見 IC･JCT～日出 JCT 

点検中 － 

3 九州中央自動車道 嘉島 JCT～小池高山 IC 点検中 － 

4 国道 57 号 南阿蘇村 81k100 付近 土砂崩落等 － 

5 国道 210 号 日田市天瀬町～玖珠郡玖珠町 

51k280～64k640 

落石のおそれ あり 

6 国道 212 号 大分県日田市大山町 落石 あり 

  大分県日田市天瀬町 落石 あり 

  熊本県小国町杖立 坑口部異常、陥没 確認中 

7 国道 218 号 熊本県宇城市豊野寺村 崩土 あり 

8 国道 265 号 宮崎県東臼杵郡椎葉村 落石のおそれ あり 

9 国道 325 号 熊本県南阿蘇村河陽 落橋、法面崩壊 確認中 

  熊本県阿蘇郡高森町 橋梁段差 確認中 

10 国道 442 号 大分県大分市木上 落石 あり 

  福岡県八女市 落石 あり 

11 国道 443 号 熊本県益城町寺迫 路面陥没、施設倒壊 あり 

12 国道 445 号 熊本県御船町 法面崩壊 あり 

  熊本県御船町下鶴 落石 あり 

 

                              
9 熊本県熊本地方を震源とする地震について（第 13 報） 厚生労働省 平成 28 年 4 月 17 日 21 時 00 分現在をもとに当

社作成 
10 一般社団法人日本ガス協会発表資料（平成 28 年 4月 17 日 17:20 現在）をもとに当社作成 
11 熊本県熊本地方を震源とする地震について（第 8報）平成 28 年 4月 18 日 6:00 作成 国土交通省をもとに当社作成 
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表 7 鉄道の被害12 

 事業者名 路線名 運転休止区間 

1 ＪＲ九州 九州新幹線 全線 

  鹿児島線 熊本～八代、荒尾～熊本 

  豊肥線 熊本～宮地、宮地～豊後竹田 

  肥薩線 八代～吉松 

  三角線 全線 

  久大線 日田～湯布院 

2 熊本市 幹線 全線 

  水前寺線 全線 

  健軍線 全線 

  上熊本線 全線 

  田崎線 全線 

3 肥薩おれんじ鉄道 肥薩おれんじ鉄道線 八代～肥後高田 

4 熊本電気鉄道 菊池線 上熊本～北熊本、北熊本～御代志 

  藤崎線 全線 

5 南阿蘇鉄道 高森線 全線 

6 くま川鉄道 湯前線 全線 

 

表 8 空港の被害13 

 対象 状況 

1 熊本空港 閉鎖中、全便欠航 

2 九州の他の空港 通常どおり運用中 

 

表 9 港湾の被害14 

 港湾名 港湾地区名・海岸名及び被害状況等 

1 熊本港 ・橋梁両端ジョイント部にズレがあるため、徐行規制中で通行は背後企業と 

 緊急車両のみに限定。 

・ボーディングブリッジが故障。 

・岸壁背後の道路に亀裂があったが、迂回路を確保。 

・コンテナターミナルのガントリークレーンに不具合あり。詳細点検中。 

2 八代港 ・背後道路に見られた一部液状化は応急復旧完了。 

3 別府港 【石垣地区】 

・岸壁の沈下、背後の液状化、水道管破裂による水吹き出し（港湾利用への支障はない）

【別府港海岸北浜１地区】 

・護岸クラック発生 

 

                              
12 熊本県熊本地方を震源とする地震について（第 8報）平成 28 年 4月 18 日 6:00 作成 国土交通省をもとに当社作成 
13 同上 
14 同上 
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3. 日本政府等の対応 

 今回の地震による、日本政府、地方公共団体の対応状況は以下の通りである（表 10、表 11）。 

 

表 10 日本政府の対応状況15 

対応状況 

4/14 21:31 官邸対策室設置 

4/14 21:36 総理指示 
  １．早急に被害状況を把握すること。 

  ２．地方自治体とも緊密に連携し、政府一体となって、災害応急対策に全力で取り組むこと。 

  ３．国民に対し、避難や被害等に関する情報提供を適時的確に行うこと。 

4/14 21:55 緊急参集チーム協議 

4/14 22:10 非常災害対策本部設置 

4/14 23:21 非常災害対策本部（第１回）の開催 

4/15 08:10 非常災害対策本部（第２回）の開催 

4/15 10:40 熊本県庁に非常災害現地対策本部設置 

4/15 16:00 非常災害対策本部（第３回）の開催 

4/16 02:38 総理指示 
  １．被害が広範囲にわたり、拡大するおそれもあるため、早急に被害状況を把握すること。 

  ２．地方自治体とも緊密に連携し、政府一体となって、被災者の救命・救助等の災害応急対策に全力で取り組むこと。 

  ３．国民に対し、避難や被害等に関する情報提供を適時的確に行うこと。 

4/16 05:10 非常災害対策本部（第４回）の開催 

・・・・・ 

4/17 11:30 非常災害対策本部（第７回）の開催 

 

表 11 地方公共団体における対応状況16 

県名 対応状況 

熊本県 4/14 21:26 熊本県災害対策本部設置 

4/14 22:40 自衛隊へ災害派遣要請 

4/14 22:42 緊急消防派遣要請 

4/15 00:30 第 1 回災害対策本部会議開催 

・・・・・ 

4/17 16:30 第９回災害対策本部会議開催 

大分県 4/14 21:30 県災害対策連絡室設置 

4/14 23:40 県災害警戒本部に格上げ 

4/16 01:25 県災害警戒本部を県災害対策本部に格上げ 

4/16 02:30 第１回災害対策本部会議 

・・・・・ 

4/17 10:00 第４回災害対策本部会議 

福岡県 4/14 21:26 災害警戒準備室設置 

4/16 01:25 災害対策本部設置 

4/15 03:30 第１回災害対策本部会議開催 

・・・・・ 

4/17 17:00 第４回災害対策本部会議開催 

 

                              
15 首相官邸の発表資料および平成 28 年（2016 年）熊本県熊本地方を震源とする地震に係る被害状況等について（平成

28 年 4 月 17 日 12 時 00 分現在）非常災害対策本部 内閣府をもとに当社作成 
16 各県のホームページ発表資料をもとに当社作成 
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県名 対応状況 

長崎県 4/14 21:26 長崎県災害警戒本部設置 

4/16 01:25 長崎県災害対策本部設置 

宮崎県 4/14 21:28 災害警戒本部設置 

4/15 17:15 情報連絡本部設置 

4/16 01:27 災害警戒本部設置 

佐賀県 4/16 21:26 災害情報連絡室を立ち上げ 

4/16 01:25 災害警戒本部を設置 

4/16 02:30 第 1 回警戒本部会議開催 

・・・・・ 

4/17 08:00 第 7 回警戒本部会議開催 

     （同会議において、「災害警戒本部」を廃止） 

4. 企業の対応 

 今回の地震による、企業の対応状況は以下の通りである（表 12）。 

表 12 企業の対応状況17 

業種 企業 
被害・操業状況 

(4 月 16 日（土）未明の本震を受けて 4月 17 日（日）までに発表された情報） 

自動車関連 A 社 ・2工場（熊本県）が操業停止（～18 日） 

  B 社 
・サプライヤの操業停止が影響し、福岡県の 3工場が操業停止、このうち、一つの工場は 4

月 18 日～23 日まで操業停止 

  C 社 ・岡山県の工場は減産、18～19 日は操業停止 

  D 社 ・サプライヤの操業停止が影響し、工場（福岡県）の操業停止、操業再開は 17 日に判断 

  E 社 ・熊本県の工場は設備点検完了、17～18 日は操業停止 

電気機器 F 社 
・2工場（熊本県）は操業中断 

・長崎県の工場は通常通りの操業 

  G 社 ・工場（大分県）は被災なし、部品調達を確認中 

  H 社 ・工場（熊本県）は操業停止 

  I 社 ・2工場（大分県）に大きな被害はなく、通常通りの操業 

  J 社 ・設備被害を確認中、18 日まで操業停止 

半導体・電子

部品 
K 社 

・前工程の工場（熊本県）が操業停止、被害確認に時間要す 

・後工程の工場（熊本県）は通常稼働 

  L 社 ・2工場（熊本県、大分県）が操業停止、工場内に入れず、確認作業が進まず 

  M 社 ・2工場（熊本県）に一部被害、被害確認中 

  N 社 ・鹿児島の 3 工場は通常通りの操業 

紙・パルプ O 社 ・工場（熊本県）は 15 日夕方までに通常操業に復帰 

食品 P 社 ・熊本県の飲料水などの生産停止（～18 日） 

  Q 社 ・設備被害を確認中、営業への影響なし 

その他製造 R 社 
・半導体製造などに用いる高純度ガスの物流拠点（熊本県）は被害なし 

・18 日以降の営業再開は未定、電話対応できる体制 

  S 社 ・工場（熊本県）は設備の一部が損傷したが、15 日午後までに通常操業に復帰 

  T 社 

・コールセンターの従業員の出社とりやめ 

・工場（熊本県）の生産設備が損傷、操業中断 

・通信販売の注文受け付け停止、商品の配送遅れ 

                              
17 インターネットや新聞各紙の情報をもとに当社作成 
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業種 企業 
被害・操業状況 

(4 月 16 日（土）未明の本震を受けて 4月 17 日（日）までに発表された情報） 

小売・流通 U 社 

・2つのショッピングモールが被災 

・店内での販売を休止、店頭で一部の商品に限り販売 

・自治体に支援物資の提供 

  V 社 

・停電や断水、商品棚など店舗設備の破損のため、熊本県内 141 店舗中、日中は約 7割、夜

間は約 5割の営業予定、大分県内 171 店舗中 1店舗が休業中 

・佐賀県のチルド配送センターから弁当やおにぎり、ベーカリーなどを熊本市内に一括配送

し、従業員らが乗用車などで各店舗に配送 

・18 日以降は熊本チルド配送センターから各店舗への直接配送を再開する予定 

  W 社 
・熊本県内の半数強にあたる 84 店舗が停電や商品散乱などの影響で休業中 

・15 日以降、本部社員など約 50 人を派遣して現状把握と復旧支援 

  X 社 ・県内にある 33 店のうち 18 店で休業中 

建築・不動産 Y 社 ・熊本県内で 24 日まで、九州全域でも 18 日までの工事休止を決定 

  Z 社 ・被害地域において管理している空室物件を救援が必要な方々に短期的に無償提供 

5. 東日本大震災の教訓を活かした企業の対応および事業継続計画のポイント 

今回の地震は、東日本大震災以降、企業の事業中断をもたらした初めての震災である。東日本大震災では、

サプライチェーンの寸断による事業中断など、企業の事業継続計画（以下「BCP」）における教訓を数多く残

した。この大震災以降、サプライチェーンの強化を含め、多くの企業では BCP を強化してきたが、これらの

教訓が今回の震災対応にも活かされているようだ。 

5.1. 流通業などにおける対応 

東日本大震災では、生活に係る救援物資の需要と供給とのミスマッチ、長期化する仮設住宅生活なども問

題となった。今回の地震の被災地では、被災者の生活支援が現時点で最優先であることは言うまでもない。

そのため、東日本大震災の教訓を活かし、救援物資の輸送や店頭販売など、生活に直結する小売・流通業は

動きが早い。また、被災者の住宅確保の面では、自宅が損壊した被災者に賃貸物件の空室を無償で提供する

不動産会社もある。 

5.2. 製造業における BCP のポイント 

熊本県は輸送機器、電気、製薬関連の製造業が集積しており、県内製造業の復旧遅れによるサプライチェ

ーンへの影響が懸念される。また、地域に根付いた企業の事業中断は、地域の雇用継続（被災地の生活基盤）

や取引先である中小企業の経営に影響する。 

今回のような活断層による直下型の地震は、日本全国どこでも発生する可能性がある。自社が被災するこ

とによる事業中断のみでなく、サプライヤからの部品供給による事業中断もあり得ることを、我々は、東日

本大震災から学んでいる。東日本大震災の教訓を今一度思い出し、今回の震災対応や今後の BCP に活かして

いく必要がある。 

＜製造業における従業員の安全対策および BCP のポイント＞ 

①従業員の安全対策 

・生産設備・ユーティリティ設備、製品・半製品の移動・転倒対策 

・天井板および蛍光灯等の吊りものの落下対策 

・危険物の耐震対策・防火対策 
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・避難基準の明確化・従業員への周知 

・余震発生時の生産再開・中断基準 

②BCP のポイント 

・サプライチェーン網の確認（代替調達先の検討） 

・災害復旧における近隣の他社との協力体制の構築 

・自社内外のリソース活用による代替生産の検討（同業他社との協力体制の構築など） 

 

おわりに 

 地震災害が頻繁に起こっている昨今、事業者における地震対策の取組みは、ステークホルダーから、より

強く求められる状況になっている。改めて、地震対策や BCP を見直すことが望まれる。 
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